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研究成果の概要（和文）：本研究は子ども・青少年育成活動において、「新しい公共」の担い手として期待される、NP
Oや市民活動団体などの「サード・セクター」と、その参照軸とされる英国の「サード・セクター」の実態調査を通し
て、子ども・青少年育成活動における日英のNPOの(1)活動領域・内容の解明。(2)自治体との協働実態を特に活動資金
の流れを中心に解明。(3)活動が行政領域の縦割り性の解消や関係部局間の協業化の新たなガバナンス構築を究明した
。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the third sector’s contribution,which 
has some expectation for the sound development of children and youth, co-operated with local government 
by comparing between Japan and UK. Outcomes of this research are as followings; 1)the extent of 
activities of NPOs for the sound development of children and youth,2)through examining the financial 
affairs of NPOs aided by the central and local government or contribution by donation, how civic society 
contributes and compensates for the public policy.3)new governance system was created by joint up 
thinking through the co-operation between local government and NPOs.

研究分野：比較教育学、教育行政学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年子ども、青少年を取り巻く環境や社会
的要請が多元化、複雑化し、教育の在り方が
急変している。それに伴い、虐待や傷害、不
登校さらには人間関係や組織、社会との紐帯
の崩壊、社会的剥奪としての子どもの貧困な
ど子ども・青少年行政の課題も一段と混迷を
深めており、解決に向けて行政と市民社会の
連携、とりわけ NPO との協働の必要性が高
揚している点に着目した。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、子ども・青少年育成活動
において、「新しい公共」の担い手として期
待される、我が国の NPO や市民活動団体な
どの「サード・セクター」と、その参照軸と
される英国の「ボランタリー・セクター」に
注目し、日英の実態調査を通して、主に次の
点を明らかにすることである。 
（１）子ども・青少年育成活動における我が
国と英国の NPO の活動領域・内容を
明らかにし、類似点と相違点を探る。 

（２）日英の子ども・青少年育成活動におい
て、自治体と NPO が如何なる協働を
推進しているか、特に活動資金の流れ
を中心に明らかにする。 

（３）日英の子ども・青少年育成活動におい
て、ＮＰＯが行政領域の縦割り性の解
消や関係部局間の統合化・協業化にど
のように関わり、新たなガバナンスの
構築を探究しているかを考察する。 

 
３．研究の方法 
研究の実施体制は研究分担者７名と研究
協力者 11 名で構成した。まず、英国班と日
本班に分けそれぞれの専門分野に対応して
役割分担し、日英各班それぞれが（１）子ど
も・青少年育成に係る「サード・セクター」
（NPO）の活動領域・内容、（２）自治体と NPO
の協働化と協約関係、（３）自治体における
子ども・青少年育成活動のガバナンス、（４）
自治体と NPO の協働化に係る課題、（５）そ
の他、の共通調査項目を設定して、各事項の
解明をめざし、以下の方法で研究を実施した。 
（１）日英の「子ども・青少年育成活動」に
係る先行研究や基礎データ・資料・文
献の収集 

（２）日英各国担当者による現地調査の実
施：中央及び地方政府、NPO(法人)、
関係者へのインタビュー調査 

（３）日英比較による、我が国への示唆、「新
しい公共」、新たなガバナンス構築の
可能性の探求 

 
４．研究成果 
（１）「サード・セクター」と NPO 
特定非営利活動促進法（平成 10 年 12 月施
行）。認定制度（平成 13 年 10 月）創設後、
特定非営利活動法人数は、現在、約 5万（平
成 26 年 9月 30 日現在）を数え、活動分野別

に見ると「子どもの健全育成を図る活動」は
約 2 万 1 千、「職業能力の開発又は雇用機会
の拡充を支援する活動」は約 1万 2千と極め
て多い。（複数活動を含む。内閣府 HP 参照）
NPO を中心とした「サード・セクター」に注
目が集まったのは、平成７年１月 17 日発生
の阪神・淡路大震災後の平成 10 年 3 月制定
の NPO 法を契機としており、その後、平成
23 年 3 月 11 日発生の東日本大震災後の復興
支援において多数の NPO が支援活動を展開
している。さらに、平成 23 年 3月の改正 NPO 
法の成立で、法人の設置・認定事務が地方自
治体に一元化され、自治体と NPO の協働が一
層進められる条件が整備された。 
NPO は「官」と「民」関係変化を前提に、
先進的、開拓的、創造的に「公共」を担う新
しい公共空間を豊にすることを期待されて
いる。（総務省）また「新しい公共」とは「人々
の支え合いと活気のある社会をつくること
に向けた様々な当事者の自発的な場」と定義
された（「新しい公共宣言」平成 22 年 6月）。 
この「新しい公共」の実現に向けて第 1に
政府・自治体と NPO や市民活動団体など市民
セクターの関係の在り方をどのように制度
設計するか、第 2に寄付税制の拡大など政府
はどのように対応するか、が検討課題となる
（金井利之ほか『地方自治』北樹出版 2014
など）。 
 
（２）教育系 NPO 
なかでも、近年子ども、青少年を取り巻く
状況が多様化、複雑化し、教育の在り方の変
化や虐待や傷害、不登校さらには人間関係や
組織、社会との繋がりから疎外される社会的
剥奪としての子どもの貧困など、子ども・青
少年育成活動に NPO などの「サード・セクタ
ー」が積極的に関与し、成果をあげつつある。 
著名な事例としては、1844 年にロンドンに
創立された YMCA が、1908 年英国で創設され
た「ボーイスカウト」の活動がある。今日で
は何れも世界的な規模のネットワークを持
ち活動の範囲を拡大している。今日世界的に
注目される教育系 NPO は、1990 年 Wendy Kopp
により設立された、Teach for America,(TFA)
である。「全ての子どもたちがすばらしい教
育を受けられる機会を得られるようにする
こと」を理念に発足し、新卒の優秀な若者を
教育支援を必要とする学校に２年間派遣し、
教育改革のリーダーとなる全米規模の教育
活動を展開する。（W.Kopp、松本裕訳『世界
を変えるティーチ・フォー・アメリカの革命』
英治出版 2012）その活動は今日では、米国で、
社会に最も影響力のある組織の1つとして高
い評価を受けている。（ L.R.クラッチフィ
ールド、H.M.G グラント、服部優子訳『世界
を変える偉大な NPO の条件』ダイヤモンド社
2012）この TFA の理念と活動は、英国の Teach 
First や日本の Teach  For Japan などにも影
響を与えており、さらにそのビジョンに共鳴
する世界中の教育改革に挑戦する若者が、



TFA のグローバルな展開を担う組織、Teach 
for All のメンバーになる。 
こうした事業の推進に当たり、英国におい
ては、政府・自治体と「サード・セクター」
との環境整備（助成金、契約、約定など）の
協約を示したコンパクトが交わされる。 
日本においても、とりわけ東日本大震災の
発生後、子どもの教育・学習支援に取り組む
多数の教育系 NPO が結成された。英国のコン
パクトを参照する、いわゆる政府とサード・
セクターの協約である「日本版コンパクト」
の締結が新しい公共の形成の鍵となってい
る。 
 
（３）協働事業提案制度 
この制度は、自治体が NPO からの提案を受
け止めて、これを協働事業として実施するこ
とを検討・協議する仕組みをさすが、政令指
定都市 20 自治体全てで導入されている。事
業内容については、自由テーマ型、指定テー
マ型、並存テーマ型に 3類型される。事業費
の行政負担額は 50 万円程度から 300 万円以
上と自治体により多様であるが、行政が 9割
り程度負担している。政令指定都市における
子ども・青少年事業の内容は、子育て事業が
全体の 25％を占め、以下若者自立支援、遊
び・体験活動、不登校、障がい児・者など多 
ある課題としては、NPO の専門性の問題、行
政の下請け化の危険性、事業の継続性、さら
に制作分野ごとの事業部局とNPO施策を行政
部局との調整などが、行政と NPO の双方の適
切な協働化の構築にあたり課題となる。 
 
（４）英国のボランタリー・セクター 
①信託の期限は1601年公益ユース法に遡る。
現在、1960 年 Charity Act 制定後、数度の
法改正を経て 2006 年法でチャリティの目
的が明記され、チャリティ委員会の監督権
限や税制上の優遇措置等が法定された。 
 
②教育ガバナンス改革の有事形態の事例と
してロンドン・ハックニー区を調査した。
いわゆる失敗教育委員会として私企業に
よる教育行政のテイク・オーバーが採用さ
れたが、改善の効果が見られず、その後非
営利の独立民間企業ハックニー・ラーニン
グ・トラストが区内に組織され、当局との
10 年契約で改革に取り組み、学力向上など
成果をあげた。 
 
（５）日英比較 
①学校とNPOの連携について提携理論の観点
から両者の情報共有が、提携の促進や阻害
要因と大いに関わっていることがわかっ
た。 
 
②日英共通に共通するガバナンス論の観点
から教育サービスの「生産性パフォーマン
ス」の指標すなわち３ E （ Economy, 
Efficiency, Effectiveness）の指標の検

討が必要である。教育の効果は学校教育だ
けでなく、親との関わり合いの時間の長さ
といった外在的要因、内在的要因など様々
な影響を受けているゆえに、社会的成果は
潜在的に大きいが、実際に教育、特に NPO
の教育活動がどの程度シチズンシップの
増長に結びついているかといった因果関
係を明らかにすることは困難であり、社会
的成果の指標作成に困難性がある。 
 
（６）NPO と行政の協働をめぐる課題 
先行研究においては行政とNPOの協働の意
義、課題、限界などは論じられてきたが、行
政組織内部の多様性や組織間調整、セクター
内部でのアクター間競争などの問題に踏み
込んだ考察がなかった。本研究においては国
内調査（兵庫県）から、行政の部局間で資源
配分をめぐるセクター内での調整問題があ
ること。さらに県と市町村の政府間の役割分
担の明確化と相互協力が必要であることが
明らかにされた。 
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